
アジア各国の援助必要量

I 本作業のねらい

発展途上国に対する経済援助の拡充が， 先進諸

国にとって大きな課題であることは， 1964年の国

連貿易開発会議における援助量増大の決議や，

DAC上級会議での「援助条件緩和勧告案」の採

択などから，うかがい知るこ とができる。4非定の

将来の時ぶし（この場介は1975年）における発殷途」

国に対する経済援助の間岨は， 予測の観｝，1i、と 計両

の観点から杓えることができる。本作業は，まず

第1に「壮画的予測」といJ汎しるもの， つまり，

発展途上国が将来その国民所得をある）戊艮率で附

人させる場合に必要と されるであろう援助砧を，

予測しようとするものであり， しかも， バラメー

ターの変化が他の変数にどのような影響を与える

かという比較静学的分析を行なおうとするもので

ある。

援助需要を予測する場合， これまで二つの接近

方法， すなわち， ターゲット ・アプローチと吸収

能カアプローチが考えられてきた。前者は，発展

途上にある国が目標を達成するためには， どれだ

けの資金（援助）が必要かとい う側面から考察する

方法であり， 後者は，それらの国に流入する四金

が生産的に使用される限界はどれだけかとい う観

点から接近する方法である。 ここでは，ターゲッ

ト・アプローチをとるが，この場合，外国資金に

より埋められるべきギャップの算出を，（1）貯蓄一

投資ギャッフ゜と，（2）輸出一輸入ギャップの双方か

ら求める。 いわゆる 「ギャップ分析」の比較検討

が，本作業の第 2(}）ねらいである。
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第 3のねらいは， 援助効果を測定することであ

る。先進国の発展途上国に対する経済協力は，人

道主義的立場から要請されるも のであり ， また両

者の経済格差の是正が 全世界の経済発展に不可欠

であるとしても， 援助を供与する側の立場からす

れば， 与えたものがどれだけの効果をもつかに関

心を寄せるのは当然のこ とである。それゆえ，1本

作業においてこうした援助効果を一定叫将標によ

って計算してみようと おえた。

このようなねらいに対して， 結呆として本作業

はデータ等の制約もあ って， あくまでも試論的な

ものにとどまっにことをお断りしたい。

II 経済扱励モデルの設崖

l. 概観

発展途上国の援助需要量を予測するために， こ

れまでいくつかのモデル分析が試みられ， とくに

DACの作業部会（ラングレー委員会）な どでも，

そのギャッフ゜推定の意義と問題点が検討されてき

た。援助需要量に関するこれまでのモデル分析は，

およそ以下のように分類されよう (fl:l)。

(1) 貯荼一投資ギャップによ る推定

A・ルイ ス (U.N., 1951) 

ローゼンスタ イン・ローダン (1961)

P・G・ホ フマン (1960)

(2) 輸出一輸入ギャップによる推定

プレビッシュ (U.N., 1963) 

B・バラ ッサ (1963)

GATT (1961) 

A・マイツ ..L)レ(1963)



(3) ドミナント・ギャッフ゜ （注 2)による推定

AID (1963) 

(4) 吸収能カアフ゜ローチによる推定

ミリカ ン， ロストウ (1957)

(5) 発展段階ァフ゜ローチによる推定

チェネリー，ストラウト (1965)

最後のチェネリー＝ストラウト ・モデル（以下チ

ェネリー・モデルと呼ぶ）は， それまでのギャッフ゜分

析を総合的に扱った ということのほかに， 援助受

取国の発展段階の違いを考慮したところに大きな

意義がある。このモデルでは， 発展途上国を三つ

の発展段階に区分したうえで， それらの国の成艮

間題を外国援助との関連から分析するしくみにな

っている。三つの発展段階とは，成長の制約条件

によって，（1）熟練と組織力の低水準がネックとな

る段階，（2）投資可能な資源（貯諮）の不足が制約条

件になる段階，および，（3）国際収支の赤字が成艮

のブレーキになる段階を意味し， その順がで経済

は高度になるとした。 このモデルの検討はIVです

ることにし，まず本作業の基本モデルを説明する。

2. 貯蓄一投資バランスからの接近

ここで用い られるおもな変数は， つぎのとおり

である。

(1) 内生変数

Yt t年のGNP（国民所得）

Il 粗投資

Ipt 民間粗投資

Iol 政府粗投資

JL 在庫投資

ふ粗国内貯蓄

瓦輸 出

Mt輸 入

凡 外国資本の純流入（外国援助）

(2) 政策変数

r GNPの成長率

a1 限界貯蓄性向

/31 限界投資性向

μ1 限界輸入性向

釘 限界輸出性向

i 利子率

貯蓄＝投資バランス ・モデルは， 基本的には，

投資のための資金さえあれば自律的成長 (self-

sustain mg growth)が達成できるという考え方にた

っている。つま り， 今日の発展途上国の経済は，

必要投資量に対して国内貯蓄が不足し， それが成

長の制約条件となっているので， もしそ＇の不足分

を先進国からの援助に仰ぐことができれば， 自力

での成長が期待できるというものである。ここで，

議論を単純化するために，つぎの仮定をおく。

仮定(1) 経済構造が変化しないこと。

仮定（2) 技1村水準が一定であること。

仮定(3) 受取国は， つねにある水準の目助努力

をすること。

仮定(4) 援助の方式が最良の効率をあげるよう

なものであること。

仮定（5) 経済成長率が一定であること。

以上の仮定があれば， 援助必要量は，つぎの基

本モデルによ って計画的な予測が可能となる。

(1 -1) Yi= Yo (1 + r) l 

(l -2) 凡＝ft-Sl

(1-3) /し＝戸o+f31Yt

(1 -4) ふ＝ao+a1Yt 

’l, 

(1-2a) l'Fl＝こ（Il-Sl)＝ （B1-a1) 
l=l 

X [ ~] Yo+t(f3o-ao) 

ここで，（ro,/3uはそれぞれS(Y),J(Y)の定数項

とノ長わす。

143 



このモデルがチェネリー ・モデルやその他のほ

とんどのモデルと違っているのは， 投資関数の型

の相違である。チェネリー・モデルでは， 投資関

数に，

lt=krYt (kは資本係数）

を用いているが， その現実の妥当性は古くから

批判の的となっており，今回の作業の過程でも，

それがいかにあてはまりが悪いかが実証されてい

る。 これに対して，本モデルの投資関数において

は，資本係数の測定という問題を回避できるとい

うわけである。

3. 輸出一輸入バランスからの接近

発展途上国の貿易は， 一般に， 1次産品を輸出

して工業製品を輸入するタイプのも(})である。 し

たがって， 経済が高度になればなるほど国際収支

は悪化するというジレンマに陥る。国際収支を改

善するためには輸入代替産業をおこすなどして経

済構造を変えていかなければならない。本モデル

の特徴は， この tradegap（国際収支の赤字）を成

長のネックとしてとらえ， その分だけ外国からの

援助が必要であると考えるところにある。 ここで

も， 前と同じ単純化の仮定が必要であり，さらに

つぎの仮定が追加されねばならない。

仮定(6) 相手国（とくに先進国）の貿易政策に急激

な変化がないこと。

こうすれば，輸出＝輸入バランスの基本モデルは，

つぎのようになる。

(2 -1) Yt=Yo(l+r)t 

(2 -2) Ft=Mt-Et 

(2-3) M三＋μぷ

(2-4) Eぃ＝co+c1Yt 

1' 

(2-2a) ど凡＝ど(Mt-Et)＝（ぃー釘）
t=l 

x[(1+r)t+；一(1十り化＋t(μ。―Co)
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これは， 前節の貯蓄＝投資バランス ・モデルと

形式上同じである。

こうしておいて，両モデル(I=SとM=E)におけ

る援助効果，すなわち，

(2 -5) aY1+1 
J(IFり
=¢ 

などを考察するわけである。

（注 1) (1) Arthur Lewis, Measures for the Eco-

nomic De'Veloj>ment of Underdeveloped Countries, 

U.N., May 1951. 

Rosenstein Rodan, "International Aid for Under-

developed Countries," Review of Economic and 

Statistics, May 1961. 

Paul G. Hoffmann, O!le I lulldred Countries, 

One and One Quarter Dillion Peuple-I-low to 

Sj>eed Their Xcono111ic Growth and Ours in the 

196'0's, Washington D. C., 1960. 

M U. N.-Prebisch, U. N. 1Vorld Economic 
Sur・z,ey, Part I, 1963. 

Bela Balassa, Trade Prospects fur De℃elopmg 

Countries, OECD, Dec. 1963 

CATT, "Foreign Trade and Long Term Eco-

nomic Growth of the Developing Countries", 

International Trade, 1961. 

Alfred Maizels, Industrial Grow th and World 

Trade, Cambridge, 1963. 

(3) AID., Summer Project. 

(4) Max F. Millikan and W. W. Rostow, A 

Proj>osal, Key to an Effective Foreign Policy, New 

York, 1957. 

(5) I-I. B. Chenery and A. I-I. Strout, Foreign 

Assistance and Econoniic Development, AID 

Discussion Paper No. 7, June 1965. 

（注 2) 発展途上国の特殊事情や発展段階により，

経済成長の阻止要囚が国内貯苦の不足による場合と，

輸入能力の限界による場合があるが，どちらかの支配

的ギャップを DominantGapという。

III 援助需要量の予測

発展途上国の経済問題を扱う場合の最大の困難

は， 統計資料の不足とその不整備とにある。本作

業で単純なモデルを用いたのも，一つにはこれが



原因である。本作業のデータは，すべて U.N., 

Yearbook of National Accounts Statistics (1964) 

からとり，それを1962年のコンスタント ・プライ

スに直して使っている。それゆえ， 上の統計から

必要なデータがとれない国は， 今回の作業対象か

ら除いた。したがって， 本作業の対象となった国

は，台湾， 韓国， フィリヒ゜ン，マレーシア， ビル

マ，タイ，セイロン，インド，パキスタンの 9カ

国であるが， 貯蓄一投資ギャップによる分析は，

初めの 4カ国に限られている。 なお，インドネシ

ァ，ベトナム両国は， 政情不安定その他の理由に

より対象からはずした。

1. 貯蓄一投資ギャップによる予測

II の 2 のモデルにそうような貯蓄•投資関数を

推定するために，各国について次の関数を選んだ。

第 1表貯蓄一投資バランス・モデル（単位： 100万ドル）

I 〗 ― 程 式門畷鱈
台 湾I(F-1) Yt= Y。(1+ r)l 

(F-2)F, =lt-S1, 
(F-3)1,, = lpt + lgt + Jt 
(F-4)lpt= -93.47 I 0.946 
+ 0. 094 Yt + 0. 736(Yt -Y:い）
(0.001) (0.077) 

(F-5)lgt= -51. 10+0.114兄 0.833
(0.000) 

(F-6)lt = -0. 33+0.036兄 0.438
(0.000) 

(F-7)5,= -197.69+0.305兄 0.955
(0.000) 

(F-8)IFt = X(It-Si) 

方 程 式 I 
相関係数
R2 

韓 国I(K-3)li=lpt十I“
(K-4)lpi= -86.99+0.120 Yi 

(0. 001) 
(K-5)lai = -125. 13 + O. 100 Yi 

(0.000) 
(K-6)ふ＝ー44.41

+0.043~叶0.975(Yi- Y.い）
(0. 003) (0. 080) 

フィリピ ンI(P-3)lt=lpt十Iot+Jl
(P-4)1 pt = -525. 19 + 0. 223 Yt I O. 900 

(0.001) 
(P-5)lut = 12. 69 +O. 017兄 0.823

(0.000) 
(P-6)Ji = 108. 28 I O. 695 
-0.031Y叶 0.212(Yt-Yい）
(0.000) (0.010) 

(P-7)Si = -559.14+0. 205兄 0.858
(O. 001)I 

マレーシア (M~3)lt=-380.35+0.357 Yt I O.916 
(0. 002) 

(M-4)ふ＝ー185.38 I 0.812 
+0.194兄＋1.296(Yi-Yい）
(0. 004) (0. 278) 

0.674 

0.823 

0.799 

（注） すべて1953~63年時系列データによって推定。

（出所） U. N., Yearbook of National Account~ 
Statistics, 1964 

第1表のモデルにより， GNP成長率を与えるこ

とによって，上記4カ国が 1975年に必要とするで

あろう外国援助量を予測すると，第 2表のような

結果がでた。

国

第2表貯蓄一投資ギャップによる援助必要量予測 （単位： 100万ドル， 1962年コンスタント ・プライス）

名
成長率 1975年 1 

1975年必要I1975年国内|1975年援助|1963~75年

(%) IGNP(Y叫 投資水準貯蓄水準必要量累積援助 備
| | 1 

考
(I75) | （S75)(I75-S75)必要量

(台Y53=l,927.9湾) b a 
6.93 4,308 1 1,111.8 1,116.3 -4.5 148.9 
6.41 4,063.2 1,026.7 1,041.6 -14 9 46.8 

C． 成(19長6率1~は70，年長）期値展望計画
C 8.00 4,854.8 1,304.3 1,283.0 21.3 381.4 

(韓Y53=2,486.3国) 
a 4.83 4,380.1 751.5 341.0 410.5 3,413.4 
b 4.49 4,211.5 714.4 313.6 400.8 3,411.7 c. 第(1926次56カ年年）成計画長
C 7.10 5,662.8 1,033.7 567.2 466.5 3,371.3 2~6 率

フィリヒ゜ン a 5.06 8,073.0 1,361.7 1,095.8 265.9 3,044.2 
(Y63=4,464.6) b 5 11 8,119.1 1,376.3 1,105.3 271.0 3,056.8 

C 6.10 9,085.9 1,605.5 1,303.5 302.0 3,316.0 C. 5カ年計画成長率

マレーシ 9ア) a 4.56 3,615.5 910.3 720.3 190.0 1,337.0 
(Y52= 2,024. b 4.10 3,414.0 838.5 651.2 187.3 1,395.7 

C, 第(19260次~565カ年年）成計画長率
C 4.40 3,544.1 884.9 695.7 189.2 1,367.4 

（注） （1)成長率は， a. 1953~63年実績成長率， b.1964年度長期成長調査室予測値， C．各国計画値。
なお1965年度長期成長調査室目標値は， Cに同じ。
(2)国名の下のかっこ内は， 1963年（または1962年）のGNP。
（出所） 第 1表に同じ。
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この表で， 台湾が特異な動きを示している。す

なわち，台湾は 1975年には援助を必要としなくな

るというのである。これは， 貯蓄と投資の両関数

の型に依存するのであるが， とくに限界貯蓄性向

が0.305と非常に高い。もし， 将来の貯蓄•投資

が現在の趨勢に従って動くとすれば（国連の資料を

信頼しての話であるが），そのうちに I-Sギャップ

がなくな ってしまう。その時点は，成長率6.93%

(1953~63年の実績成長率）の場合， 9.8年後の1973

年中に，成長率6.41％の場合は 7年後の1970年に，

台湾の長期展望計画の成長率 8.0%の場合は 17.7

年後の1981年中に現われることになる。

2. 貿易ギャップによる予測

各国の輸出 ・輸入関数をつぎのように定めた。

第 3表 輸出輸入バランスモデル （単位： 100万ドル）

方 程 式 R2 備 考

湾 I(F'-1) Yi= Y0(l+r)t 
(F'-2) Ft=Mt-Et 
(F'-3) Mt= -144.64+0.283 Yt 

(0.001) 
(F'-4) Ei= -203.54+0.263 Yi 

(0. 001) 
(F'-5) IFt=l:(Mt-Et) 

国 (K'-3) M,= -414.68+0.348 Yt 
(0.005) 

(K'-4) E,=-301.56+0.183Yt 
(0.001) 

フィリヒ゜ン (P'-3) Mi=64.77+0.9l8Ei 
(0.003) 

(P'-4) Et= -786.22+0.381Yt 
(0.005) 

マレーシア (M'-3) Mi= -383.93+0.603Y, 
(0.003) 

(M'-4) Et=156.13+0.389Y, 
(0.010) 

ビルマ (B'-3) M,=436.16+0.092Y,-l.182Et 
(0.001) (0.111) 

(B'-4) E,=150.14-0.044兄＋1．333Ht-l
(0. 002) (0. 312) 

(B'-6) Ht=-37.09+0.ll5Yt 
(0.000) 

イ (T'-3) Mi=95.47+0.l69Yt 
(0.001) 

(T'-4) Ei =34.41 +O.169Yi 
(0.001) 

セイロン (C'-3) Mi=307.52+0.097Yi 

(C'-4) 瓦＝312.44+0.071Yi

インド (I'-3) Mi=830.8+0.047Yt 

(I'-4) Ei=717. 7+0.022Y, 

パキスタン (N'-3) Mi= -597.31 +0.181Yi 
(0.000) 

(N'-4) Ei=26.43+0.055兄

台

韓

夕

0.888 

0.890 

1953~63年時系列データに
よって推定

0.762 同

0.879 

0.966 同

0.770 

0.947 同

0.716 「

上

上

上

0.785 同上

0.805 凡は外貨保有高

0.929 

o. 936 I 1953~63年3カ年移動平均

0.933 

0.905 
(C'-3)は， 1957~62年3カ
年移動平均による推定

0.870 
(C'-4)は， 1957~63年3カ
年移動平均

o.732 I 1958~63年3カ年移動平均

0.824 

0.946 I (N'-3)は， 1953~62年3カ
年移動平均

0.984 I (N'-4)は， 1957~62年3カ
年移動平均

（出所） 台湾韓国， フィ リヒン゚，マレーシア，ビルマ，セイロ ンの 6カ国は，第 1表に同じ。インド，バキスタ

ン， タイの3カ国は， IMF,International Financial Statistics 1965/66. 
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国

第4表 貿易ギャップによる援助必要量予測 （単位： 100万ドル， 1962年コンスタント・プライス）

1975年 1975年必|1975年予 1975年援 11963~75
名成長率 GNP 要輸入量1測輸出量助必要量年累積援 備 考

(Y75) （M』 (E叫 (M75-E叫助必要量

(台Y6a=l,9279湾) 
a 6.93 4,308.1 1,074.6 929.5 145 1 1,441.3 
b 6.41 4,063.2 1,005.3 865.1 140.2 1,415.8 
c, d 8.00 4,854.8 1,229.3 1,073.3 156.0 1,497.5 C長期展望計画(1961~70年）成長率

(韓Y53=2,486.3国) 
a 4.83 4,380.1 1,109.6 500.0 609 6 5,421.3 
b 4 49 4,211.5 1,050.9 469 1 581.8 5,267.2 C第長率2次5カ年計画(1962~66年）成
c, d 7.10 5,662.8 1,556.0 734.7 821. 3 6,548.7 

フィリヒ゜ン a 5.06 8,073.0 2,166.6 2,289.6 -123.0 -799.9 
(Yba=4,464.6) b 5.11 8,119 1 2,182.8 2,307.2 -124 4 -808.3 

c, d 6.10 9,085.9 2,520 9 2,675.5 -154.6 -970 1 C 5カ年計画成長率

マレーシア a 4.56 3,615.5 1,796.1 1,562.5 233.6 443.4 
(Y53=2, 117. 2) b 4.10 3,414.0 1,674.7 1,484.2 190.5 228 8 C第長率2次5カ年計画(1960~65年）成

c, cl 4.40 3,544.1 1,753.2 1,534.8 218.4 367.5 

ビ ）レ マ a 5.04 3,106 3 229.0 416 8 -187.8 -346.6 
(Y63=1,730.9) b 4 60 2,955.0 231.1 403.2 -172.1 -278.2 

C 5.90 3,629 3 219 2 465.7 -246.5 -485.8 C第2次5カ年計画成長率
cl 6.36 3,839.7 216.4 484.5 -268.1 -564.2 

(タY53=2,713 3イ) 
a 5 61 5,223.4 978.2 917.1 61.1 732.7 
b 5.71 5,283 1 988.3 927 2 61.1 732.7 C総成合長率開発6カ年計画(1960~66年）
C 5 00 4,872.9 919.0 857.9 61.1 732.7 
d 6.91 6,049 6 1,117.9 1,056 8 61.1 732.7 

セイ ロ ン a 3 82 2,309 2 531 1 476.9 54.2 523.0 
(Y53=l,472.6) l) 3 31 2,176 7 518 2 467 4 50.8 503.5 

C 6 00 2,963.2 594.3 523.4 70.9 615.1 C 10カ年計画(1957~68年）成長率
d 5 19 2,702.6 569 1 504 8 64 3 579 1 

イ ン ド a 2 49 46,717.8 3,031 2 1,754 8 1,276.4 13,593.9 
(Y63=34,778 4) h 3 60 53,165 7 3,334 9 1,898 0 1,436 9 14,532.9 C長第率4次5カ年計画(1965~70年）成

C 6 50 74,046.7 4,318.4 2,361.5 1,956.9 17,378.0 
d 6 45 73,629.4 4,298.7 2,352 3 1,946.4 17,322.5 

パキスタン a 4 60 12,853.4 1,729 2 730.8 998.4 8,221.2 
(Y53=7,492.6) b 4 69 12,997.4 1,755.2 738.7 1,016.5 8,327.2 C長第率3次5カ年計画(1965~70年）成

C 5.40 14,191.5 1,971.4 804.1 1,167.3 9,203.6 
d 6.73 16,704.3 2,426.2 941.8 1,484.4 10,987.1 

9 カ国 合計8) a 3.61 90, 586 8 12, 645. 6 9,578.0 3,067.6 29,230.3 
(Y53=59, 183 b 4.15 96,385. 7112,741.4 9,560.1 3,181.3 29,921.6 

C 6.28 122,851. 215,081.7 11,030.9 4,050.8 34,886.8 
d 6.50 126,073.215,687.7 11,358.5 4,329 2 36,500.4 

（注） （1)成長率は，

a 1953~63年実績成長率

b 1964年度長期成長調査室予測値

c 各国計画値

d 1965年度長期成長調査室（総体）目標値

(2) 国名の下のかっこ内は1963年GNP実績マレーシア，パキスタンは1962年GNP実績を実績成長率aで伸

ばした値。

（出所） 第3表に同じ。

これらの輸出入関数を使って， IIの3の体系か

ら1975年の援助必要量を予測すると， 9カ国につ

いて第4表に示したような結果が得られた。

際収支は， 1962年にすでに黒字であり，ビルマも

1962年に黒字に転じており，もし将来もそのまま

の趨勢が続くとすれば， その値だけ両国は外貨獲

第 4表で， フィ リヒ゜ンとビルマの援助必要量が 得ができると解釈されるが， このような国の援助

マイナスの値を示している。つまり ，両国は援助 需要を，輸出入バランス手法で予測することは疑

を必要としないというのである。フィ リビンの国 問である。
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また，マレーシアは，従来， 国際収支は黒字で

あるが， 輸入がこれまでと同じ伸びを示すと すれ

ば， まもなく赤字に転ずるであろうことが読みと

れる。その時点は，実績成長率4.56％のとき4.9年

後の 1967年中に，また第 2次5カ年計画の成長率

4.4%の場合は 1968年の初めに現われることにな

る。タイの場合のように， 限界輸入性向と限界輸

出性向が同値のときは， 異なる成長率の選択にか

かわりなく，必要援助額は等しくなる。

3. 援助の限界生産力

援助の供与が， 受取国の国民所得の成長にどれ

だけ貢献するかを考えるのが，つぎの課題である。

本作業のモデルは， 援助需要量予測のためのモデ

ルであるので，この問題を扱うのには適さないが，

75 

第5表援助の限界生産力[OY76|o（斎凡）］

国

台

韓

名 l成長率 |I-Sバラン吋貿易バランス
湾 a 6.93 I -
b 6.41 
C 8.00 ニ

国 a 4.83 I o.37 
b 4.49 I 0.33 
c 7.10 I 0.63 

フィリヒ゜ン a 5.06 I 3.57 
b 5.111 3.58 
c 6.10 I 3. 76 

マレーシア a 4.56 I 0.43 
b 4.10 I 0.36 
c 4.40 I 0.41 

セイロン a 3.82 
b 3.31 ニ
C 6.00 
d 5.19 = 

インド a 2.49 
b 3.60 ニ
C 6.50 
d 6.45 ニ

パキスタン a 4. 60 I - I o. 37 
b 4.69 
C 5.40 ニ 0.37 

0.43 
d 6. 73 I - I O. 53 

（注） 成長率 a,b, c, dについては第4表の注に

同じ。
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．
．
．
 

3
3
4
 

通常のように，それを (2-5)式で示された援助

の限界生産力と いう考え方で求めると， 第 5表の

ような数値が得られる。 しかし， これはモデルの

性格上， 援助効果を示すというよりは，むしろ，

その逆数 (cJJ,/oY) をとって， 成長のための援助

必要係数と考えたほ うがよかろう。

4. 政策変数の操作

援助必要量が， 貯蓄一投資ギャッフ゜あるいは貿

易ギャップでとらえられるとすれば，政策的にギ

ャップを小さ くして援助量を減らしていく方向が

検討できる。本モデルでは， GNP成長率 r, 限界

貯蓄性向 a, 限界投資性向/9,限界輸入性向μ,限

界輸出性向 eが， ギャップを埋めるための操作可

能な政策変数にな っている。

したがって， 1975年度において援助必要量ゼロ

を目標とし，将来の投資（あるいは輸入）が，現在の

趨勢で伸びる必要があり， しかもそれが適正であ

るとすれば，限界貯蓄（輸出）性向は第 6表のよう

に操作する必要がある。
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韓

第6表 1957年に援助をゼロにするための必要限界

貯蓄（輸出）性向

I-Sバランス・ 貿易バランス・

国 名成長率
限界貯蓄性向 限界輸出性向

趨勢a1 必要石1 趨勢釘 必要~I

湾Ia6.93| -- 0.263—• 0 .324 
C 8. 00 ―-I  O.~! 一0.3 16 
国Ia4. 830. 088—• 0. 330 0. 183一→0.505 
C 7. 101 ,I一0.2701 ,I一0.442 

フィリピ ンIa 5.061 °.205ー→0.279
C 6. 10,I一0.2701 
I マレーシア a 4. 561 °.251一0.3701 °. 389一0.536 
C 4.401 11--—• 0 .373 1 II ー→0.533

ィIa 5.61| ― 0. 169ー→0.193 
C 5.00 = I O.~! 一0 .197 

セイロン1a 3.82| ― 0.071ー→0.136 
C 6. 00 ― I O.~; 一0 .119 

インド1a 2.49| - I 0.022一0.129
C 6.50 ― | II一0.072

パキスタン1a 4.60| -- 0.055ー→0.230
C 5.40 ― I O.~; 一0 .221 

（注） a, Cは第4表の（注）に同じ。

台

夕
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IV ギャップ分析の比較検討

チェネリー＝ストラウト・モデル

IIの 1で概観したモデルのすべてを比較するの

が， 本節の表題にかなうことかもしれないが，時

期的に新しいチェネリー ・モデルは， それらのモ

デルを検討したうえで作られたと考えてよいと思

うので， ここではこのモデルだけを比較検討の対

象にしたい。したがって， 本節の目的は，チェネ

リー ・モデルに現実の数値をあてはめてみること

と， それとわれわれのモデルによる推計結果とを

比較してみることである。

チェネリー ・モデルの特徴は， 前にも触れたよ

うに発展途上国を三つの成長段階に分けたうえ

で， 援助と成長の関係を考えたところにある。ま

ず，その体系を簡単に紹介することにしよう。

（ここで， Kは限界資本係数， iは目標投資成長率， a'は

追加的貯蓄率， Sは最大貯蓄額，μ'は最小限界輸入性向，

eは輸出成長率を示す。なお， m はB段階の開始年， j

はC段階の出発年である）。

A.熟練制約的成長段階

(4-1) lt=lo(l+i)t 

1 t-l 
(4-2) Yt= Yo++s Ir 

k r=o 

(4-3) ぶ＝ふ十a'(Yt-Y:。)

(4-4) Ft=li．ーぶ＝Io(l+i)t

-{so＋瓜I。〔（1+i) t_  1〕｝

B.貯蓄制約的成長段階

(4-5) Yt=Ym(l+r)l-m 

(4-6) lt=krYt 

および (4-3)から

(4-7) Ft=lt-St 

=kr(l +r)l Ym-{S。+a'Ym仄l+r)l-1〕｝

C.外貨制約的成長段階

(4-8) Yt= Yi(l +r)←J 

(4-9) Mt=M五 (Yt-Y]）

(4-10) E戸瓦(1+e) t-1 

(4-l1) 凡＝Mt-Et

=Mj+μ'兄〔（l+r)t-1〕-Ei(l+e)t

2. チェネリー・モデルと本作業の結果の比較

さて，このモデルに現実のデータをあてはめる

のであるが， その前に，チェネリーたちがとった

値と， 本作業に使った資料から計算した数値とを

まず比較してみる。 それが第7表と第8表に示さ

れている。

両表を比較してみて， 数値にかなりの開きがあ

ることがわかる。発展途上国の統計資料にありが

ちなことであるが， 1年経つと前年までの統計が大

幅に修正されることさえしばしばある。第8表の

数値は， チェネリーらが用いた資料より 1年新し

いものを使い， しかもより長い期間の資料を利用

して計算されている。 また，チェネリー表には，

ビルマの投資成長率， 限界輸入性向や韓国の限界

輸入性向がマイナスの値を示すなど，将来の推定

に適当と思われない数値も含まれている。

第7表， 第8表に示された指標を用いて， 1975

年の援助必要量を算出し， 本作業の結果と比較す

る。つまり，つぎの三者を比較するわけである。

（ケース 1)第 7表の数値（チェネリー ・データ）

をそのままチェネリー ・モデルにあ

てはめた場合

（ケース 2)第8表の値（本作業からのデータ）を，

チェネリー ・モデルに使った場合

（ケース 3)本作業の結果

その一覧表が第9表である。そこから読みとれ

るように， ケース 1では， ほとんどの場合にマ

イナスの値を示している。 とくに， 9カ国を貯蓄
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第 7表 チェネリー＝ストラウトのとった数値

国 名期 間
r
 

基準年(1962年）資料(100万ドル）

I K | r| a'| w | e Y62 | I62 | s62 | E62 | M62 
過去の構造パラメ ーター

畠 胃 1956~60 0.075 2.64 0.11 0.31 0.18 0.083 1,805 401 273 243 371 
1960~64 0.038 3.74 0.04 0.42 -0.08 0 165 2,178 315 82 159 393 

フィリヒ°ン 1958~62 0.050 2.61 0.04 0 26 0.07 0.046 3,789 479 404 687 762 
マレーシア 1957~61 0.027 5.15 0.14 0 4~ 2 1 36 0.056 1,896 347 419 1,013 941 
ビ lレ マ 1957~61 0 032 5.51 -0.02 0.3 -0 30 0.024 1,405 209 231 270 248 

夕 イ 1958~62 0.081 1.93 0.09 0.19 0.16 0 077 2,879 455 414 530 572 
セイ ロ ン 1,454 223 196 420 447 
イ ン ド 1953~57 0.045 2.80 0.06 0 21 0 02 0.030 37,211 6,423 5,584 1,690 2,529 
パキスタン 1960~64 0.070 3.00 0.13 0.31 0.16 0.058 7,551 922 683 517 756 

（注） 基準年(1962年）資料は， 1957~62年趨勢からとった平均値。

（出所） 貿易統計はおもに， IMF,Balance of Payments Yearbooli. その他は U.N., Yearbook of National 

Accounts Statistics (1963)，および AID,Statistics and Report Divisionより。

国 名期

第 8表 本作業の資料からとった数値

過去の構造パラメーター 基準年(1962年）資料(100万ドル）

間 r| k | r | a’| μ'| e Yb2 | I62 | s,i2 | Ed2 | M62 
湾
国
ン
ア
マ
イ
ン
ド
ン夕

口

ピ
シ
リ

ー

ル

ン

ス

キ

ィ

イ
レ

台
韓
フ
マ
ビ
タ
セ
イ
パ

1953~63 
1955~63 
1953~63 
1955~62 
1955~63 

1957~63 
1956~63 
1953~63 
1953~62 

7
1
8
9
9
1
7
4
8
 

5
0
0
3
0
5
0
1
1
 

1
2
1
0
0
0
0
0
0
 

．
．
．
．
．
．
 

．
．
 

0
0
0
0
0
0
0
0
0
 

l
l
9
9
6
2
0
3
0
 

2
8
3
4
3
4
5
6
0
2
1
8
1
0
1
1
2
0
 

••••••

•• 

0
0
0
0
0
0
0
0
0
 

303

塁
177055

-
071
-

―

．
．
．
．
 

0

0

0

0

0

0

 

4
1
9
7
9

5_

T9

-

―
 

0
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0
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2
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0

1
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0

 

．
．
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-
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-

―
 

2
8
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7
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7
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．
．
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5
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醤
闊

0
0
0
0
0
0
0
0
0
 

．
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．
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．
．
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0
0
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1,808 
2,328 
4,259 
2,025 
1,611 
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32,457 
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（注） （1) r=GNPの複利成長率

r＝粗投資の II 

,_ St-S。
a = -． 
Yt-Y。＝限界貯蓄性向

t-1 
k= ・x・1l ＝資本係数（限界の平均）

Yt-Y。

μ'= 
Mt-M。
-＝ Yt-Y。限界輸入性向

e＝輸出の II

(2) 構造パラメーターは， 3カ年移動平均の時系列データによって推定した。ただし，パキスタン，タイの1'と

韓国，インドの eは生の時系列データから算出した。

(3) 基準年 (1962年）賓料は実績値。

（出所） インド，パキスタン，タイの貿易統計は IMF,International Financial Statistics 1965/66,その他の資

料は U.N., Yearbook of National Accounts Statistics (1964)より。

制約的発展段階とみた場合， 1975年にはすべての

国が援助を必要としなくなるということにな る。

だいたい結果のそろった貿易ギャッフ゜からの推測

値を比較すると， 1975年における9カ国の援助必

要量はケース 1で7.4億ドル， ケース 2で11.8億

ドル，本作業では30.7億ドルとい った大幅な差が

でた。どれが信頼できるものであるかは， 先験的

にはいえないことで， モデルや資料が異なれば結

果が大きく違って くるというモデル分析への警告

の一例と解釈することができよう。
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第 9表 1975年援助必要量予測の比較

（単位： 100万ドル， 1962年コンスタント・プライス）

(I) (2) 1-Sギャップによる援助必要量予測値 M-Eギャップによる予測値

国19民63所年得 1975年1975年 チェネリーニストラウト・モデル 本作業 チェネリーニデスルト

国名
ラウト ・モ 本作業

実1,921績.93 6 1I 国4民(,9I) 所24得.s1l I 国4民(,3II所o)s得.1I ーチ発熟デェ練5ネー展2タ.リ制sl1段招約プ-作ーs的階1.2粟タl I チー-貯発デェzネーzs蓄展タリ.制911段約本プ---s作3的ー階05業タ. 1 結-4果. 5 
チ外発ェネー貨展タリ制1段本プ約-作ー的階業タ 結果
ープ一―‘ 

韓台 湾国
277. 0 -1,041.2 145.1 

2,486. 5,495. 3 4, 380. 1 -150. 7 407. 7 -155. 1 105. 8 410. 5 -1,859.4 -141. 9 609.6 
フィリヒ ン゚ 4,464. 11,053.3 8,073.0 -412.5 235.2 -356.9 -347 3 265.9 -260 1-1,445.7 -123.0 
マレーシア 2,117.2 6,296 5 3,615 51 559.7 909.6 -381. 9 -69 3 190.0 1,541.5 252.7 233.6 
ビルマ 1,730.9 3,042.4 3, 106. 3 -36. 8, 153. 2 -79.2 633.2 -271.7 -3.0 -187.8 

夕 イ 2,713 3 5,223 4 -36.4 - -122 9 -70.6 217.2 61.1 
セイロン 1,472.6 2,152.1 2,309 2 48 4 87.9 72.0 54.2 
イ ン ド 34,778.4 ―’I41 6,717.8 | 138.5 -2,191.7 395.9 1,891.5 1,276.4 
パキスタン 7,492.61 - 2,853.4 979.2 -158.6 986.3 1,376.7 998.4 

合計 |59,183.81 190,586.8:(1,093.8)¥ 1(-3,675-2)1 

（注） （1） 熟練制約的発展段階のモデルによる国民所得は

¥ (738.9)1 1,178.313,067.6 

74 

Y75=Y63+ 
1 l'It 
k t =63 

(2) 貯菩制約的および外貨制約的発展段階のモデルによる国民所得は

Ym= Y6:,(l+r)•2 

この場合のバま， 1953~63年実績成長率，すべて本作業のデータを用いた。

（出所） 第 8表に同じ。

む す び

アジア諸国の経済発展に必要とする外国からの

経済援助の量について， 貯蓄一投資ギャ ッフ ，゚輸

出一輸入ギャッフ゜という面からとらえた。 もちろ

ん，経済援助の問題をこのように非常に単純に取

り扱うことの限界と意義を， われわれは十分に認

識している。発展途上国の環境とか，発展段階

によって問題のありかたは異なるし， 援助供与国

側においても， 援助資金の財源や，開発戦略の選

択などに関して複雑な事情が存在する。それゆえ，

援助の規模， 方向がいかにあるべきか，あるいは

どうなるか， という問題には多様な評価 ・判断の

はいり込む余地が大きく， それを単一の指標で示

すことは， おそらくあまり意味がないだろう。し

かし， モデル分析の意義は，分析結果の指標その

ものより， 主要な変数間の相互依存関係を見きわ

めることにある。そして，モデルに対する評価は，

モデルのもつ諸仮定の妥当性いかんにかかってい

ることは，いうまでもない。 ともあれ，われわれ

の作業の結果によれば， 貯蓄一投資ギャップによ

る推計に基づくと，対象国 4カ国（台湾，韓国，フ

ィリ ピン，マレーシア）のうち，台湾のみが， もし

GNPの成長率を 7％以下にとどめるならば， 1975

年には貯蓄が投資を越え， 他の 3カ国はいずれも

大きなギャップを保持しつづける。 1963~75年の

累積援助必要量は，台湾が約3.8億ドル（8％成長

率の場合），韓国は約 34億ドル， フィリヒ゜ンが約30

億ドル，マレーシアが約13億ドルとなる。

貿易ギャ ップによる推計に基づくと， フィリピ
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ン，台湾は， 1962年以降，貿易収支は黒字となり，

援助を必要としない。 その他の諸国は，すべて，

貿易収支は赤字となり， 1963,...,75年の累積援助必

要量は，セイロンの約5億ドルからインドの約173

億ドル（成長率6.45％の場合）と，国によって大きな

差をもちながら，アジア 9カ国（台湾韓国，フィ

リピ ン，マレーシア， ビルマ， タイ，セイロ ン，インド，

パキスタン）の総額は約365億ドル（成長率6.5％の

場合）となる。

作業の結果に対して，若干疑問なしとしない。

その多くは， モデルのもつ仮定に基づくものであ

る。

そこで以下， この点に関する若干の問題点を指

摘しておこう。

経済援助は，供与国，受取国の二国間取決めに

よって行なわれる場合もあれば， 国際機関を通じ

て行なわれる場合もある。われわれの分析では，

両者の区別をしていない。また， 供与国側の援助

資金調達の問題， 受取国側の投資配分，産業構造

の変化に関する問題等についても配慮しなかっ

た。

また， 援助受取国の過去における累積債務につ

いては，現実の問題として，非常に重要であり，

モデルの中に債務償還をも含めるべきであったろ

う。しかし， 累積債務の支払い手段をもっぱら保

有外貨ないし出超による獲得外貨に求めるとすれ

ば， 多くの発展途上国は経済成長を断念するしか

ないであろう。貿易ギャップの補填を経済援助に

依存しなければならない現実では， そうならざる

をえまい。 このため，われわれは過去の累積債務

の問題を意識的に無視することにしたのである。

もちろんこれは援助債務のたな上げを意味するも

のではない。

援助の内容についても，贈与，借款の区別や割
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合， 経済援助，技術援助の役割等，も っと掘り下

げなければならない広い局面がある。

そのほかに発展途上国の金融市場の役割の重

要性と， その育成にも注意を向ける必要があるだ

ろう。発展途上国が外国民間投資を受け入れる体

制を整備することは， その国の成長加速化の重要

な要因であると思われるからである。




